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①事業スケジュール（案）について
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地下鉄７号線延伸線 事業スケジュール（案）

注）事業スケジュール（案）は鉄道事業者と協議したものではない。



Ｈ２３地下鉄７号線延伸検討委員会 Ｈ２６地下鉄７号線延伸検討会議 Ｈ２９地下鉄７号線延伸協議会

費目

工事費

用地費 90

土木費 360

設備費 230

連絡設備費 40

計 720

総係費
工事付帯費 20

管理費 70

消費税 60

合計 870

費目

工事費

用地費 90

土木費 340

設備費 230

連絡設備費 40

計 700

総係費
工事付帯費 20

管理費 70

消費税 70

合計 860

費目

工事費

用地費 90

土木費 320

設備費 210

連絡設備費 30

計 650

総係費
工事付帯費 20

管理費 70

消費税 30

合計 770

○消費税５％

○平成２２年価格
○消費税８％
○平成２２年価格に物価上昇を考慮
（但し、用地費はＨ２２年価格から変動なし）

○消費税１０％
○Ｈ２６年度工事費に対し、コスト縮減方策を適用

（億円） （億円） （億円）

【概算建設費推移】

概算建設費に関する留意事項

《全体について》

●概算建設費は10億単位である。四捨五入を行っているため、数値に変動がないように見えることがある。

●現行の計画は地質調査や詳細設計を直接行っていないことに留意する必要がある。

●埋蔵文化財調査や土壌調査など、直接行っていないことに留意する必要がある。関係機関との協議により、調査の実施や

その結果次第では多額の費用が発生する可能性がある。

《平成29年度概算建設費について》

●建設コスト縮減（構造形式の変更、地上発進工法）については、他路線の施工実績を参考にしている。

本路線の適用については詳細設計を直接行っていないことに留意する必要がある。

●H26地下鉄7号線延伸検討会議と同じ整備計画を基にした建設条件とする。

●「鉄道需要分析手法に関するテクニカルレポート」において、概算建設費想定基礎はH25年度価格、消費税10％としていることから、

物価上昇は考慮せず、 H26地下鉄7号線延伸検討会議の建設費を採用し、H29年度コスト縮減策を考慮する。

②概算建設費について
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